
※　各数値は、「平成27年度　主要施策の成果」等から、　東京都会計管理局にて試算

     東京都会計基準と統一的な基準　事業別行政コスト計算書の比較（その２）　　　　

費用 151,093,927 収入 23,647,890
行政費用 147,145,886 行政収入 23,644,935

地方税 0
国庫支出金 12,390,240
分担金及負担金 16,410
使用料及手数料 10,480,748
財産収入 32,078
諸収入 725,459
寄附金 0

金融費用 3,595,615 金融収入 0
特別費用 352,426 特別収入 2,955

当期収支差額（収入－費用）△　127,446,038
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８４．４％   ○当期収支差額  ９２．６％ ○純行政コスト  

○国庫支出金  

６．９％    ○使用料及手数料  ６．９％   ○使用料及手数料 

 

＜主な費用＞  
  

 ○ 教員、事務 
  職員等の 
  職員費 

 

＜主な収入＞ 
 

 ○ 授業料 

  （使用料）  

 ○ 就学支援金※ 

  （国庫支出金） 
 

○ 都立学校について、教職員のコスト意識向上や 

   都民への説明責任の遂行を目的に、 

   学校別の行政コスト計算書等を作成 

 

○ 都教委ＨＰや各校のＨＰ・学校要覧等に掲載 
                                

資料10－3 

○分担金及負担金、財産収入、諸収入、特別収入 

都立高校ＨＰでの掲載例 

「都立学校バランスシート」 

０．４％    ○その他、臨時利益  

費用 151,093,927 収益 11,241,240
経常費用 150,741,501 経常収益 11,238,285

使用料及手数料 10,480,748
その他 757,537

臨時損失 352,426 臨時利益 2,955

国庫支出金 12,390,240
分担金及負担金 16,410

純行政コスト（収益－費用） △ 139,852,687

 ※ 就学支援金： 

    一定要件を満たす 

    生徒に授業料を 

    国が支援する 

    もの（受取は都） 

 ０．５％    

 ８．２％    

（例：都立高校改革の推進） 

費用に占める比率  費用に占める比率  

国庫支出金 50,007 

（単位：千円） （単位：千円） 

 ・ 施設整備費は 

    含まれない 

（12,390,240） 

（776,902） 

（127,446,038） 

（10,480,748） （10,480,748） 

（760,492） 

（139,852,687） 


